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中小企業指導施策の展望と課題（1）
　一中小企業診断事業を中心として一
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1．はじめに一研究の狙いと対象
　この小論の狙いは，永らく中小企業の指導育成に関連する機関の業務に従
事してきた私の体験から，中小企業指導施策，特にその中核をなしてきた中
小企業診断事業の現在までを振り返り，今後を展望するとともに，これから
の診断指導事業の望ましい方向を考えることである。
　誕生の当初は，中小企業政策の重要な柱として高い評価を受けていた中小
企業指導施策も，戦後の経済回復過程と，それに続く高度経済成長過程，経
済国際化時代へと進むに従い，中小企業政策におけるその地位を次第に低下
させつつあるが，それは中小企業の社会貢献を消極的に捉えていた時代の，
中小企業指導施策の延長においてであって，これからの時代には妥当しない
こと，むしろ，これからの成熟経済時代では中小企業の社会貢献能力を高く
評価するべきであり，そのためにも中小企業政策における指導政策の重要性
は更に大きくなければならないことを指摘することである。
　なお，中小企業に対する指導施策とは，中小企業者やその経営幹部に，そ
の経営実態に即した適切な助言を行なうことによって自助努力発揮の方向を
効果的なものにさせることを狙いとするもの，いわば，経営に関するO　J　T
的な性格の助言機能であり，その効果は，経営者能力の充実という形で現れ，
持続的に発揮されるものと，ここでは定義する。
　最も典型的な指導施策の形態は，経営診断事業である。経営診断事業は，
中小企業の依頼に応じ，中小企業経営に関する専門的コンサルティング能力
を持つ者が，その経営管理の実態を総合的に調査分析して経営上の問題点を
指摘するとともに，その改善のための具体的方法を勧告することにより，中
小企業者の自主的な改善努力を誘発し，中小企業の経営管理の合理化を実現
させようとするものである。
　経営者能力の著しく未成熟な小規模企業に対し，必要な機能補完を経営指
導員などが代行処理するような形態の経営改善普及事業などは，その効果は
一時的であり，ここには含めない。
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　つまり指導施策とは，自力で企業の成長発展を成し遂げられるような経営
者能力の成熟を，その企業の実態に即して支援する助言活動である。
2．中小企業診断事業の歴史
　わが国において，中小企業指導施策が創設され，幾多の曲折を経て今日の
姿になるまでの経過を要約して示すと，資料1のようになる。
　（1）中小企業診断制度の誕生
　わが国の中小企業政策が本格的に展開されるようになったのは，戦後のこ
とである。昭和22年に閣議決定された「中小企業振興対策要綱」と，更にそ
の具体化のための「中小企業対策要綱」に基づいて，中小企業振興の基本的
施策として，経営指導，組織化，金融支援の3つの柱を立て，中小企業指導
機構を強化するとともに，中小企業の技術力向上指導の強化，経営の能率化
の推進，企業診断制度の確立をあげた（圧1）。このための機構として商工省の
外局として中小企業庁が設置され，初代長官として，当時の著名な経済学者
であった蜷川虎三が任命された。またこの指導施策を実施するために都道府
県毎に中小企業に対する指導機関が設置されていった（注2）。
　同年末には中小企業庁より「中小企業の審査および実施のための指導要領」
が発表され，中小企業診断実施基本要領が制定され，こうした経過を経て，
中小企業診断制度が創設されたのである。ここに示されている審査とは，中
小企業の能率監査であり，後日，誤解を防ぐために診断と呼称されることと
なった。
　この要領によって，中小企業に対する診断の実施は，地方自治体が実施主
体となり，中小企業の求めに応じ，学識経験者などを委嘱して受診企業の経
営実態の調査分析を行ない，得られた改善策については地方自治体の長の名
において受診企業に勧告される，という今日の姿が形を整えた。
　それにしても勧告とは，いささか強制力を持った言葉である。専門家の助
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言というよりも，権威者とか権力者による命令といった含意を持つ言葉であ
る。こうした用語を使う感覚が，後に経営診断に強制的に行なわれる審査業
務の色彩を加えることとなったのであろう。
　（2）診断業務の拡大と体制整備
　なお診断事業が開始された当初の経営診断の具体的手法は，戦前に上野陽
一等によって導入されたテーラーの科学的管理法を基礎とし，戦時中の軍関
係工場の指導に使われていた能率原則の適用による業務改善と，戦後に新た
に欧米先進国より導入された近代的管理手法の移植導入とであった。前者は
外部診断，後者は内部診断と称された。
　しかし小零細な事業者に対しては，とくに内部診断に重点が置かれ，家計
と営業との分離が指導され，勘や経験による判断を廃し数値に基づく判断が
指導され，企業採算制度の整備が指導された。しかし多くの小零細事業者に
は，判断の素材となる自社の経営計数が明らかに把握されていない。そこで
簡易な簿記システムや原価計算システムの導入指導が活発に展開された。こ
うした経営計数を基に，合理的な経営判断を行なうための手引書（計数管理
要領）が開発され指導された。かくして当時の指導施策の中核であった経営
診断は，個別中小企業の経営を対象に，当時から企業らしい形態をもってい
た鉱山や工場に対する能率指導と，生業的な小零細商業者に対する簡易な経
営管理方式の導入や，商品の陳列とか照明などの売場構成に関する助言とし
て開発されていった（庄3）。
　発足から暫くの間の指導施策の重要性は，非常に高いものがあった。
　それは中小企業に関する当時の間題意識は，当時の中小企業対策要綱では，
「賦存資源に乏しいわが国の経済発展は，加工輸出に頼るほかない状態にあ
る以上，当時の輸出生産の大半を占める中小企業の振興が不可欠であるとい
う認識もあった。中小企業問題は金詰まりとか売れゆき不振という形で現わ
れるけれども，その原因を尋ねれば結局，経営の拙さとか，技術的弱点にあ
る。この点にメスをあて，健全化していくのでなければ，根本的解決はない」
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と判断されていたという（鶴。
　輸出関連中小企業の経営の健全化，これが敗戦後の日本産業が生きるため
の手段として大きな期待をもたれたのである。しかし企業診断に期待された
貢献は，それだけではなかったように思われる。敗戦によって軍需産業の大
部分が壊滅し，しかもその復興を認められず，民需産業によって経済を再建
するとは言っても，操業している民需部門の企業は少なく，加えて外地より
引き揚げ者が殺到し，巷には膨大な失業者が溢れていた中で，当時の民需関
連中小企業の活動は，国民に貴重な就業機会を提供するものであり，その経
営を維持させることは社会問題として極めて重要な意味を持つものであった
からでもあろう。多くの国民に就業の機会を提供する中小企業の経営破綻を，
防止することの社会的意義は大きかったはずである（仕5）。そして多くの国民
に就業の機会を提供しているという中小企業の存在意義は，最近までわが国
で高く評価されてきたことは，紛れもない事実であった。
　このように，当初の中小企業指導施策の重要性は，非常に高いものがあっ
た。しかし中小企業診断を利用する中小企業者は，必ずしも多くはなかった
ようである。その理由は，厳しい統制経済に加え，激しい戦後インフレと資
金や物資不足という当時の経済情勢のもとでは，個別企業の経営活動の能率
化といっても，その効果は知れたものであったからである。
　やがてわが国経済は，占領軍の指導の下に経済的自立のための再建の道を
歩むことになった（庄6）。政府は，一部基幹産業部門の大企業へ資金と資財を
集中させる傾斜生産方式を採用した。経営基盤の脆弱な中小零細企業には，
重税に苦しみ経営破綻によって姿を消していくものが激増した。当時の東京
都商工指導所における私の仕事は，酷税に苦しむ小零細事業者の相談指導に
応じることであったが，何ら有効な助言ができず，出来ることは，ただ，税
務署の一方的な税額査定に対抗するための経理処理の指導だけだったという
辛い思い出がある。
　この当時の個別経営に対する企業診断が，果たして有効に機能したか否か
については，疑問の在るところであろう。診断制度の発足当時の状況につい
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ては，「合理化に対する業者側の意欲は低調で，診断担当機関は受診を勧誘
して実績を収める状態であった」と報告されている〔1剃。
　しかし，当時の産業界は，戦時中に遅れた体質をレベルアップするために，
欧米よりの先進技術の導入とともに，近代的な経営管理技術の導入にも熱心
であった。昭和30年には日本生産性本部が設立され，主としてアメリカから，
マーケティングや管理工学的技法とか品質管理の技法など，進んだ経営技術
の導入を志す企業を活発に支援した。こうして大企業では技術の近代化とと
もに経営の近代化に取り組み，昭和30年代の半ばより急速な成長を遂げる準
備が行なわれていた。一部の企業家精神旺盛な優れた中小企業に対する診断
は，こうした近代的な経営管理技法の移植に貢献したことを否定できないだ
ろう。当時の東京都商工指導所での私の経験でも，この時代に積極的に診断
を受けて経営の近代化を図り，中には診断機関の有能な担当者を引き抜いた
りして人材の充実に努め，後の高度成長時代に中堅企業として大きく飛躍し
ていった中小企業が少なくはなかったことを知っている。しかしそれは，全
体から見れば少数派であり，中小企業全体としての社会的問題性の改善には，
ほとんど貢献するところが無かったといえよう。
　こうした中で，個別企業の経営面だけの改善では限界があり，産地など中
小企業者の集団としての視点からの検討が重要であること，あるいは大企業
との取引関係の合理化なくしては下請企業の経営改善効果が期待できないこ
となどに着目され，昭和25年からは産地診断が，昭和27年からは系列診断が
開始されるようになる。昭和36年には団地診断も開始された。昭和38年には
広域商業診断が開始された。
　さて産地診断は，産地組合などの組織を通じて受診の勧誘が行なわれ，ま
た，産地内の構成個別企業の診断を効率的に行なえることに加え，この年か
ら自治体の診断事業費に対する補助金制度が創設されたこともあって，診断
実施件数は大幅に増加した。ところで当時の診断員には，主として中央の学
識経験者などが動員されていたが，診断二一ズの急速な増大が起これば，当
然，診断員の不足が表面化する。診断員の不足によって診断実施が円滑に行
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われなくなる。
　昭和27年には企業合理化法が制定公布され，これまで運用によって実施さ
れてきた地方自治体の中小企業診断事業に法的基礎が与えられたのを機に，
診断員登録規定が整備されて，本人の申し出により資格審査を行ない．適格
と認定されたものを2年間有効の診断員として登録する制度が新設され，診
断員の量的拡大を図ったが，適格な能力を持つ既存の人材が遊んで居る訳も
なく，能力の伴わない診断員も生まれ，診断実施件数の伸びには結びつかな
かった。この登録制度は，昭和34年には中止されている。
　（3）中小企業診断制度の変質
　昭和36年に，中小企業診断制度は新たな変容を遂げる。設備近代化診断が
開始されたのである。小零細な事業者が国の設備近代化資金の貸し付けを受
けようとする場合に，その要件として企業診断を受けることとされたのであ
る。昭和29年度から，中小企業設備近代化のために国は都道府県と協力して
資金貸し付けを行なっていたが，この制度は昭和31年に中小企業振興資金助
成法として発展し，さらに昭和41年には中小企業近代化資金等助成法と改称，
今日に至っているが，この資金貸し付けを受けるための要件として，昭和36
年から企業診断を受けることが義務付けられたのである。
　設備近代化診断の開始によって，当然，診断実施件数は急激に増加し，診
断員の不足が激しくなったが，それ以上に，従来の診断業務の性格に大きな
変化を生じさせた。
　診断業務の範囲を拡大すれば当然，有能な診断員の不足は激しくなり，診
断の質は低下する。こうした事態に対処するため，昭和37年に特殊法人・日
本中小企業指導センターが設立され，主として地方自治体の関係職員を対象
に中小企業診断員の養成に乗り出した。更に昭和38年には，一般を対象に中
小企業診断士試験を開始し，合格者の診断士登録も再開された。たまたま，
当時の士（さむらい〉商法のブームに乗って，幾つかの営利目的の通信講座
も生まれ，これによって診断員の数は以後，着実に増大傾向を辿り，今日に
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至っている。
　昭和30年代の終わりに近付くと，やがて当面するであろうわが国経済の国
際化に対処するため，再び中小企業問題の視点は変化した。大企業製品の国
際競争力を強化するために，大企業関連の中小企業の生産性向上や技術水準
の向上が要請されると共に，国際化によって競争力を失う中小企業部門の対
策が要請されるようになる。
　こうした時代の変化に対応して，昭和38年に，中小企業基本法が制定公布
された。従来までの個別施策の集合として実施されてきた中小企業施策を総
合化し，効率的かつ計画的に推進するための基本的方向が定められたのであ
る。そこで示されている中小企業政策の目標は，企業間競争における不利の
是正と，その低生産性や取引条件の向上（同法第1条）である。この目標を
実現させるための手段としては，設備や技術の近代化と経営管理の合理化，
中小企業構造の高度化，取引条件の補正，輸出振興のための支援，中小企業
者以外の事業者の事業活動の規制，労働対策などの施策を挙げている。ここ
において指導施策の中心課題は，それまでのように個別経営の設備や技術の
近代化と業務活動の能率化であったのが，これから必要なことは個別経営の
規模の適正化であり（調，中小企業全体の構造の高度化であると，大きく方
向変換を遂げることになった。個別企業の指導施策に加えて適正規模化を実
現するための組織化施策の重要性が認識され，更には構造高度化施策（庄9〉が
中小企業施策の中心となっていった。
　かくして診断指導施策は，こうした構造高度化施策の補完的役割のものへ
と変化し，診断の内容も，従来からの個別経営の診断に加え，様々な形での
集団診断が開発され，あるいは構造改善資金の融資や高度化資金融資に伴う
診断へと，中心を移していく。これに基づき指導施策の在り方を示す中小企
業指導法も制定公布された。この中小企業指導法によって中小企業振興事業
団（後に中小企業事業団に改組）が創設され，この事業団の指導のもとに高
度化診断が開始された。
　高度化事業は，規模利益を実現することを目的として行なわれる中小企業
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者の共同事業である。共同事業には資金が必要である。この資金を格別に有
利な条件で国と都道府県が融資する制度が，昭和36年より高度化資金特別会
計によって行なわれていたが，それまでの高度化資金融資は，必ずしも円滑
に運用されていたとは言いえなかった。共同形態での事業の計画も運営も，
中小企業者にとっては初めての経験であり，バスに乗り遅れまいとする焦り
もあってか，杜撰な計画のものも少なからず存在したし，現実に破綻をきた
し不幸な結末を招いた例も稀ではなかった。こうした事態を防止するために，
近代化促進診断の先例に倣って，高度化資金融資を受ける前提として中小企
業診断を受けることが義務付けられることになったのである。高度経済成長
期には，様々な分野で規模利益を期待できる共同経営形態が開発されてきた。
そして様々な形の高度化診断が開始された。工業団地や卸団地，倉庫団地な
どの団地診断，協業百貨店や協業スーパーとか，協業によるボランタリーチェー
ン等の融資に伴う診断が開始された。工場アパートや共同施設の利用，商店
街の改造などに対する診断も開始された。
　更に高度化診断は，ひとつの診断対象に対し，最低でも3回の診断が行な
われるようになった。計画段階で行なわれる診断（計画診断と呼ばれる），
共同施設などの建設段階に行なわれる診断（建設診断と呼ばれる），運営段
階に入ってからの適当な時期に行なわれる診断（運営診断と呼ばれる）であ
る。各段階の診断にも，全体事業とともに個別参加企業の経営内容に立ち入っ
た調査分析も不可欠であり，その業務量は非常に多い。かくして中小企業診
断の重心は，民間診断士を委嘱して行なう一般診断を離れ，中小企業振興事
業団（後に改組されて中小企業事業団）の担当者の指導の下に行なわれる地
方自治体の近代化促進診断（設備近代化診断と高度化診断を総称して近代化
促進診断と呼ばれている）に移っていった。
　昭和44年には，中小企業診断員を中小企業診断士と称するようになったが，
これは呼称だけの問題であって，制度的あるいは実質的な意味を持たない。
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　（4）診断事業の衰退
　昭和40年代の終わりに，オイルショックが発生，これを機にわが国の高度
経済成長は終息した。成長から成熟へと，わが国経済の性格が変化したので
ある。こうした中で，中小企業に対する見方も変化した。中小企業は経済活
力の担い手と評価されるようになり，その旺盛な企業家精神の発揮が期待さ
れるようになり，知識集約化や新たな事業分野の開発を通じて，わが国経済
活力の源泉となることが期待されるようになった。規模利益の追求など共同
化を求める中小企業者の熱気も，徐々に沈静化に向うようになった。
　この結果，近代化促進診断の実施件数が滅少したばかりではなく，一般診
断の実施件数も低下をはじめた。しかし試験制度に移行してからの中小企業
診断士の登録数は，診断業務の中心が近代化促進診断に移行し，一般診断件
数も急速な減少傾向を辿っているにも係わらず，今日まで，着実に増加の一
途を辿っている。つまり診断実施件数の減少は，従来からの問題であった診
断担当者の量的制約が既になくなっているにも係わらず，進行している。こ
れは診断事業がもはや，中小企業にとって魅力を失ったことを示唆している。
　こうした傾向に拍車を掛けるように，第2次臨時行政調査会の報告によっ
て，中小企業に対する指導施策の実施に関しても改善提言がなされ，昭和61
年より，地方自治体に対する診断事業費の補助金制度を交付金制度に改め，中
小企業診断士の試験を，既成の中小企業診断士を会員とする社団法人・中小
企業診断協会に委託するとともに，登録の有効期問を3年に延長する措置が
とられた。補助金制度を交付金制度に変更したことの意味は，都道府県に確
実に診断事業を実施させるという強制を廃し，地方自治体の選択に任せると
いうことであり，中小企業診断事業の凋落傾向に拍車を掛けるものとなった。
　こうした状況のなかで中小企業庁は，新たな指導施策として，昭和53年に
地域情報センターを創設して中小企業の情報力を補完する事業を開始し，昭
和55年からは中小企業大学校地方校を主要地域に開設して，中小企業の人的
能力の充実を支援するようになったが，これらの効果は未だ未知である。ま
た昭和62年からは従来の鉱工業部門診断士，商業部門診断士に加え，新たに
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情報部門診断士の制度を創設し，また昭和61年からは事業転換診断および電
子計算機連携利用診断を，平成1年からは労働福祉診断を開始し，情報化の
進展や情報ネットワーク化，人手不足などの諸課題への対応を図ってはいる
が，全般的な指導施策の凋落傾向にストップを掛けるまでに至っていない。
3．診断業務衰退の原因一中小企業政策課題の変化
　当初，大きな期待を担って創設され，順調な発展が予想された中小企業指
導施策が，中小企業政策の展開の中で，次第に衰退の傾向を辿ったのは，何
故であったのだろうか。この原因は中小企業問題として社会的に意識される
課題が，時代とともに変化したことにあると思われる。
　言うまでもなく，中小企業に対する国の施策は，中小企業の持つ社会的問
題性を解決させるための手段である。中小企業の持つ社会的な問題性とは，
戦前から既に，低生産性，低収益性，低賃金性，そして経営不安定性と理解
されてきた。そして中小企業対策が国の政策として取り上げられるようになっ
た当初の問題意識は，中小企業の経営不安定性に重点が置かれていた。これ
を解決するための手段として採用されたものは，中小企業自身の体質強化と，
組織化による相互扶助，および非常の事態に対する金融措置であった。しか
もこれらの諸施策は，一体化されたものではなく，それぞれ別の種類の問題
解決を意図したものであった。
　まず，国の経済復興の担い手である基盤産業の振興と，中小企業問題への
対応策とは別のものであり，並行して行なわれるべきものと考えられてい
た（庄lo〉。
　そして中小企業対策においては，企業体としての将来の成長発展を志向す
る中小企業に対しては体質強化のためには診断指導施策が，小零細な事業者
のための相互扶助の促進のためには組織化施策が制度化された。金融措置の
ためには，まず復興金融公庫の活用が進められ，商工組合中央金庫が強化さ
れ，のちに国民金融公庫や中小企業金融公庫が整備され，あるいは各種の信
一121一
加藤　　孝
用保証制度の整備へと充実されていった。つまり各施策の狙いは，それぞれ
別な所にあり，一体化されたものではなかったのである。もっとも何れの施
策も，個別経営の改善を志すという点において一致していた。この場合には，
個別企業体質の自助努力による充実強化を狙いとする診断指導施策の重要性
は，大きいのが当然であった。
　まもなく個別企業の外面的な経営行動の改善策では社会的な中小企業問題
の解決には役立たないという点が認識されるようになった（曲）。所属してい
る集団というパイの大きさを改善しなければ，その構成企業の安定は実現し
ない。こうした反省から，従来の工場や商店などの個別経営診断に加え，産
地，下請系列，団地，広域商業，特定地域振興，構造改善などの集団診断が，
逐次付け加えられるようになったのである。
　だが集団の規模が拡大されるにしたがって，企業集団の競争力強化という
視点からの分析がなされるようになり，個別中小企業の実態から遊離した改
善勧告が行なわれるようにもなってきた。当初は集団診断によって中小企業
集団としての存立基盤を明確にしてから，その中での個別企業の発展方向を
探るという姿勢での診断指導が行なわれていたが，次第に集団の利益が優先
するようになり，集団内での立場の強い企業と弱い企業との間に利害の衝突
を起こすようになった。系列診断においては親企業に有利な改善勧告が採択
されたり（庄12），産地診断においては有力問屋とか有力商社の立場を配慮した
改善勧告が採択される場合が多くなった。私の参加した産地診断や団地診断
の経験も，大抵こうした性格のものであった。中には組合員である参加中小
企業者の立場からではなく，集団組織の維持と発展，あるいは集団事務局機
構の維持という立場にたった判断が行なわれる場合さえも稀ではなかった。
かくして集団診断の性格は，当初の狙いであった集団全体の存在基盤を明確
にしてから，その中での個別中小企業の発展方向を探るというものから，次
第に有力中小企業，あるいは有力関連企業の経営発展へと変化していった。
中小企業診断制度は，優良中小企業の育成手段としての役割を果たすように
なってきた。これは有効な診断を行なうというためには，当然の帰結であっ
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た。企業診断の本質は有力企業の育成にある。
　だが戦後経済の復興過程を終了したといわれる昭和30年代も中頃に入ると，
資金不足，資源の不足や人手不足，等が表面化し，膨大な数の中小企業層に
おける低生産性が社会問題として取り上げられるようになる。
　高度経済成長の進展とともに指導施策の内容は大きく変化した。失業者が
多く，物の不足している時代，しかも利用できる資源は労働力をのぞいて極
端に少ない時代には，国民経済全体としての効率的な生産体制の確立が最も
重要視される。中小零細企業は物的欠乏に対処するための資金や資源の有効
利用という意味では，大企業に及ばない。しかし多くの失業者がいる。生き
るための所得を求めて参入容易な小零細事業分野に集まる。かくしてわが国
中小企業の特徴といわれる過小過多という現象が生まれることになる。中小
企業政策は，過小過多である中小零細企業層の効率化を課題とするように変
化した。非効率，低生産性部門であっても，存在することが望ましいとする
中小企業観は少数派となり，代わって，中小企業は前近代的なレベルの経営
体であり，社会の貴重な資源を浪費する存在とみる見方が主流となってくる。
　日本経済の二重構造論が議論され，中小企業部門は農業部門とともに前近
代的な低生産性部門として位置付けられた。中小企業部門の合理化が国家的
急務であると認識されるようにもなったのである。
　個別の中小企業経営としても，資源不足とコスト上昇に対処するためには，
進んだ管理技術を取り入れ，業務活動の能率化に努めなければならない。か
っては，中小企業の上位層を中心に，その能率化推進のための診断指導が活
発に行なわれた。既に述べたように，こうした企業の中から，後の高度経済
成長期に中堅企業として成長発展し，中小企業の範囲から脱出していったも
のもあった。しかしそれは全体から見れば僅かであり，大多数の中小企業は
相対的な同業者過剰の中で，限られた大きさのパイの分け前を争って解決の
道のない生き残り努力を続けざるをえなくなる。
　個別企業における生産性の向上は，経営管理の合理化だけによって可能に
なるのではない。技術の近代化，とくに近代的技術を体化した近代的な機械
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設備の導入が必要である。経営管理の合理化の前提には，近代的機械設備の
導入がある。中小零細な企業では，資金面からの制約によって新規設備投資
が困難な場合が多い。こうした問題に対処するために，昭和31年に中小企業
振興資金助成法が制定されて以来，都道府県は国と共同して特別会計を設け，
小規模事業者が同法に定める近代化設備の導入に必要な資金援助を行なって
きたが，昭和36年には本制度の有効な利用を促進するために，融資と診断指
導との一体化を行なった。政策立案者の意図は，診断指導との一体化によっ
て，いい加減な設備導入が是正され，融資が活きるという点にあったと思わ
れるが，後に述べたように，このことは診断指導事業の性格を大きく歪める
ことになった。純粋に第三者的立場からの助言という診断の姿が失われたの
である。
　こうした診断と融資の一体化は，後に，小零細事業者に対する無利子無担
保無保証の経営資金融資の条件として行なわれる経営指導員による指導とか，
優良中小企業の物的生産性を改善させるための高度化融資制度にも導入され
るという形で，更に拡大していく。
　さて同業者過剰という条件の下での中小企業層の問題解決には，個別企業
経営段階での対応策では出口がない。個別企業経営の合理化や近代化だけで
は役立たない。中小企業層全体としての解決策を講じる必要がある。こうし
た認識の変化を示すものが，昭和28年に制定公布された中小企業基本法であ
る。中小企業基本法では，「国の中小企業政策の目標は，国民経済の成長発
展に即応し…　　，企業間の生産性等の諸格差が是正されることを目途とし
て中小企業の成長発展を図り…　　」と明確に規定し，部分的な中小企業問
題の改善というよりも，わが国民経済の発展のために中小企業政策の存在意
義があるという点を明確に示している（庄13）。
　ここにおいて中小企業問題は，全体としての国民経済発展の阻害要因とし
て認識されていることは明らかであろう。こうした阻害要因を排除するため
の手段として採用されたのが，中小企業構造高度化政策であった。存在する
ことに意義があると見てきた従来の中小企業観は，ここに姿を換えた（鵬。
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　高度化事業とは，非効率な中小企業が，規模利益を実現できるように事業
活動を共同化することである。しかも個別中小企業のままで規模拡大によっ
て効率化しようとしても過度競争を益々促進するだけだが，共同化すること
によって効率的規模を実現するのであれば，こうした弊害を取除ける。こう
した事業を行なう中小企業者には，格段の有利な条件で必要な資金を融資す
る制度が設けられたのである。この高度化事業を成功させるために，近代化
機械導入の先例にならって，高度化融資と診断指導とを一体化することとなっ
た。ここで重要なことは，高度化資金融資業務を担当する機関が中小企業振
興事業団であったことである。同一の機関が，融資業務と融資に伴う診断業
務とを担当することになったのである。
　高度化診断も当初は，団地診断（工場，卸商業，倉庫，トラックターミナ
ルなど），小売商業協業化診断，商店街近代化診断，共同工場診断，小売商
業連鎖化診断，企業合同診断，共同施設診断など，中小企業者が共同して規
模利益を追求するための事業資金を支援するためのものであったが，やがて
近代化促進法が制定公布され，業界構造改善の推進手段として利用されるよ
うになると，次第に共同知識集約化診断，構造改善診断，特定地域振興診断，
更には特定大型店進出地域商店街診断，事業転換診断などが付け加わるよう
になる。
　こうした高度化診断など近代化促進診断の拡大は，従来からの中小企業診
断制度の性格を大きく歪めることになった。こうした診断では，格段に有利
な条件での資金融資の可否を決定する審査的な役割を持たざるをえないため，
受診企業側が経営実態を偽り，粉飾することになりがちなほか，はじめは中
小企業振興事業団の担当者がすべての高度化診断に参加することになり，の
ちに診断件数が増えて処理しきれなくなると小規模な高度化事業は都道府県
に任せることになるが，一定規模以上の高度化事業については中小企業事業
団の担当者が参加し，さらにこの診断で改善を勧告された事項の処理状況が
融資決定の前提とされることになったため，本来の経営診断とは異質なもの
となってしまったのである（田5）。
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　こうした融資を前提とする審査的診断の拡大は，本来の中小企業診断に対
する中小企業者の誤解を招くことになってしまった。こうした誤解が，個別
中小企業に対する本来の一般活動に対する信頼性を失わせる様にもなって来
た。
　このように見てくると，最近の中小企業診断の停滞傾向，衰退傾向は，中
小企業政策における課題が，個別中小企業の経営体質強化充実よりも，中小
企業層全体としての体質強化，或いは，国民経済全体の体質強化へと，重点
を移行させて来たことに原因する。これに伴い，経営診断という個別企業体
質の充実強化施策の重要性が失われてきたことにある。
　当初の中小企業診断施策には，個別企業の経営体質強化という明確な効果
が期待されていた。中小企業の上位層では，当時の経営診断を活かして中堅
企業に成長発展していったものも現実に存在した。しかし中小企業問題の主
たる担手は，中小企業の下位層へと移っていった。この下位層の中小企業が
持つ問題性は，個別経営の近代化や合理化では解決できない。ことに個別中
小企業の経営問題を離れ，中小企業層全体として，さらには国民経済全体と
しての観点から，問題の解決を考える必要があり，そのためには中小企業の
置かれている相対的な同業者過剰という条件の中で有効な施策，つまり環境
整備施策や構造改善施策が展開されざるをえなくなる。かくして個別企業の
経営体質を強化し成熟させるための診断指導施策は，環境整備施策の補助的
な役割を担うものとならざるをえなかったのである。
　最近までの中小企業施策の主役は，中小企業構造高度化施策であり，これ
に基づく中小企業の高度化事業推進施策であった。高度経済成長時代には，
この施策は多くの期待をもたれ，活発に展開された。これに伴ってその補助
的な役割を担う診断指導施策も，活発に展開されたわけである。
　しかし高度経済成長は既に終わり成熟経済時代に入った今日，中小企業高
度化事業が下火になると，その補助的役割を果たしていた診断指導事業も当
然，下火になる。診断指導事業本来の機能である個別経営体質の強化成熟に
果たす貢献に対しても，高度化診断が活発に展開されてきた過程で，一般中
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小企業からの信頼を失ってしまったため，全体としての診断指導事業の衰退
傾向が顕著となってきたのである。こうした傾向のなかでは，徒に診断対象
の範囲を拡大してみても，その効果は疑間であろう。
4．中小企業診断事業の今後の展望
　では，中小企業診断事業の今後はいかに展望されるか，中小企業庁などの
公式の見解を見てみよう。
　（1）中小企業近代化審議会指導部会の意見
　第3次臨調の基本答申を受けた政府（中小企業庁）は，以上の様に情勢変
化に対処するための方策について，中小企業近代化審議会指導部会に諮問し，
同部会から「中小企業診断事業の今後の在り方について」という意見具申が
昭和59年に提出された。
　この意見具申では中小企業診断事業の意義を，「中小企業経営の近代化，
合理化を図るにあたってもっとも重要な点は，経営者の勘による経営管理を
科学的管理に切り替えることである。科学的管理にあっては経営に関する自
己診断が必須であるが，中小企業の場合は，この認識が必ずしも徹底せず，
また社内に専門的知識を有するスタッフを十分に確保することが困難な場合
が多く，また経営規模からみて必ずしも効率的でない。…　　とくに昨今の
経営環境条件の激変に中小企業が弾力的，かつ的確に対応していくためには，
従来にもまして科学的な経営管理，新しい経営方法の採用が不可欠となって
おり，この面での中小企業の診断事業に対する二一ズは今後ますます増大す
る…　　」と述べている。ここで述べている診断指導事業の性格は，明らか
に個別経営体の体質強化でありその経営者能力の成熟化である。中小企業の
狙っている問題性を，個別企業の経営改善によって対処しようとしている点
は，公共政策の立場からは問題が残るが，ここでは深く触れないことにしよ
う。ただこれでは過小過多といわれる中での社会的な中小企業問題の解決に
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はならないことだけを指摘しておこう。
　さて同意見具申では，中小企業診断二一ズの展望を更に種類別に細分化し
て説明している。まず一般診断のうちの個別診断については，「きわめて潜
在二一ズの多い分野であり，とくに力を入れるべき分野は，啓発的意義を有
する診断，…　　民問診断の負担に耐えられない企業に対する診断，・・9
コンピューター導入促進や省エネルギーなど特に時代の要請が強い診断，・
・・集団診断にともなう個別診断とか不況業種に属するなど政策的緊要度の
高いもの」としている。ここで想定されている個別診断の対象は，小零細な
弱者としての事業者であり，今後の産業構造変化に対応困難な衰退業種ある
いは衰退地域の事業者であり，あるいは時代の変化への対応困難な弱少事業
者である。こうした経済的弱者である中小零細事業者に，科学的管理技法を
模倣させても，その事業に活力を取り戻させることは望むべくを無いことは，
既に明らかである。こうした弱者としての小零細事業者に対する国の施策は，
社会政策として行なうべきで，経済政策では考えられないのではないか。
　集団診断については，「地域経済の活性化を図るため，…　　流通近代化
の方向を探るため，…　　国際化の進展および産業構造の高度化に対応し・
・・そのときどきの政策課題を的確にふまえ重点的に実施すべき…　　」と
述べており，今後の診断二一ズを展望するのではなく，国民経済的視点から
見ての必要性を強調している。一般診断とは言いながら，個別の中小企業経
営の成長発展を助長しようというのではなく，産業構造高度化の視点から，
中小企業経営の事業展開方向を誘導するという政策的意図に基づく診断を意
味させている。
　また近代化促進診断についても，「財政資金の適切かつ有効な活用が図ら
れるよう実施されるもの，…　　特に國および地方公共団体が財政難にある
今日，その資金の有効活用を図る観点からも・D・重要性を増す…　　」と
述べ，今後を展望するというよりも，政策的な意図を強調するに止まってい
る。
　ともあれ，このように診断指導業務の種類も大幅に増加し，さらに近代化
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審議会指導部会の意見具申を受けて様々な対応策が講じられては来たが，そ
の後の診断実施総件数の動きを見ると相変わらずの減少傾向を辿っているこ
とに変りはない。診断メニューは豊富になったが，診断二一ズは減少しつつ
あるのである。その理由は既に明らかであろう。ここに示されたような診断
指導に対する二一ズが減少しつつあるからである。
　診断二一ズの減少は，近代化促進診断において特に著しい。これは高度経
済成長の終息によって，中小企業における規模拡大気運が低下したからであ
る。中小企業者にとっての高度化事業の魅力が希薄となってきたからであり，
高度化資金の需要そのものが減退したのであるから，それを補完するために
実施されてきた高度化診断の実施件数が減少するのは当然である。これに拍
車を掛けるように，第3次臨時行政調査会の答申の趣旨にそって昭和61年度
から地方自治体に対する診断指導事業費補助金の制度が交付金制度に変更さ
れたことは，地方自治体に対する診断指導事業の実施を強制する縛りを取り
除いたことを意昧する。補助金は具体的な診断指導事業の実施計画を基に算
定され配分されたが，交付金ではその具体的な使途が地方自治体の判断に任
されるからである。以後，現在まで，診断実施件数は着実に減少傾向を続け
てきたのは当然であったといえよう。
　（2）今後の中小企業政策からの要請
　っぎに今後の中小企業施策が如何なる方向に展開されることになるのか，
そこに新たな展望が開けてくるのかを見よう。
　今後の中小企業政策の課題はどう変化するのだろうか。そして診断事業な
どの指導施策に如何なる課題が与えられることになるだろうか。
　ここで先ず，現在意識されている中小企業政策の重要課題は何かを，過去
数年問の中小企業白書の記述によって見れば，ここ当分の中小企業施策の重
点は，大店法廃止に伴う中小零細小売商業者対策としての商店街対策であり，
労働力不足や労働時間短縮要請への対処のための職場改善対策であり，更に
は国際的にも通用する経済構造へと中小企業構造を対応させるための対策で
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ある。そして来年度において講じようとしている中小企業施策を見ても，従
来のものとほぼ同様であり，地域中小企業の活性化問題，商業集積対策など
やや異なった表現が使われているが，内容に特段の目新しいものはない。
　こうした中小企業白書の記述から読み取れることは，意識されている中小
企業問題とは，現在表面化している問題への対応であり，社会的に緊急の解
決を迫られている問題である。こうした性格の中小企業施策の対象は，現在
までの環境変化への対応に遅れた問題児としての中小企業に対する施策の延
長である。
　こうした課題に答える政策手段は，問題中小企業の経営体質を近代化し自
らの努力で必要な対応に向けて努力できるように育成するのでは問に合わな
い。問題児中小企業の経営行動を外部的な力で望ましい方向へと誘導する道
が選ばれざるをえず，したがって環境整備施策や構造改善施策が主たる役割
を占め，指導施策は補助的地位に甘んじることになるのは当然である。こう
した問題意識の下では，先に見た近代化審議会指導部会の意見具申に示され
ているような診断指導の出番がない。従来どおりの経過を辿ることにならざ
るをえないと思われる。
　ここ当分の間，中小企業施策にしめる診断指導施策の役割は不変のようで
ある。「施策のあらまし」における中小企業指導施策に関する単独の記述は，
平成4年度版では，本文541ページ中，数ページに過ぎないことは，この辺
の事情を雄弁に物語っているといえよう。
　（3）最近の中小企業白書における「望ましい中小企業像」
　従来からの中小企業観は，中小企業とは規模利益を得ることの出来ない経
営体であり，さらに前近代的な企業体質であり合理的経営管理技法を持たな
いがために非効率な経営行動となっている経営体というものであった。当然，
わが国における経済活動の主たる担い手は大企業であり，中小企業の役割は
大企業の能力が不足する場面での補完にあると考えられていた。中小企業経
営の進むべき方向は，近代的な経営管理技法の導入とともに，規模の利益の働
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かない分野での事業展開に努めるという経営戦略の指導が施策の中心的考え
方とされたのである。
　オイルショック以降の低成長経済定着期に入って，中小企業に関する問題
意識は大きく変化した。特に昭和60年以降の円高傾向の下では，産業活力の
源泉と評価され，事業環境への適応力向上の必要が要請され，新たな事業展
開によって自ら活路を開拓することが求められるようになった。しかしそこ
には模倣させるべき既存のモデルがない。中小企業が自らの力によって，新
たな方向を生み出すしかない。こうした二一ズに応えるには，従来のような
診断指導技法では役立たない。中小企業者自身の開発開拓能力を向上させる
しかない。そこで，効果的な経営判断に必要な情報サービスを行なえるよう
中小企業情報センターが設置され，中小企業者やその幹部従業員の能力開発
を躍進するために，中小企業大学校が開設されるなど，指導施策の補強が行
なわれてきた。しかし，いかに情報収集を支援する機関が整備されても，経
営管理技法の知識が豊富になっても，それだけで従来に例を見ない革新的事
業活動が行なえるわけのものではない。その基本になるものは経営者の企業
家精神であり事業開発能力などの経営者能力である。従来からの施策の延長
では，もはや，これからの時代の中小企業施策としては不適当となってきた。
　昭和60年頃からの日本経済の様相は大きく変化し，国際化，資源制約，成
熟経済の中での経済運営が課題となってきた。量的充実を求めた経済発展か
ら，質的発展を求める経済発展へと，わが国経済社会の発展方向に転進が求
められるようになった。当然，望ましい中小企業像も変化してきた。
　平成4年度中小企業白書では，これからの新しい時代の中小企業像を提示
している。そこでは，中小企業に期待される役割として6つあげ，こうした
期待に応えられるような中小企業が，これからの時代に望ましいとしている。
すなわち産業活力の源泉という基本的な役割に加え，「ゆとり」と豊かさに
満ちた国民生活実現への寄与，地域経済発展への貢献，勤労者に対する自己
実現の場の提供，技術革新や情報化の担い手としての役割，国際経済社会発
展への貢献である（齢。では，こうした期待に応えられる中小企業とは，いっ
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たい如何なる中小企業であろうか。
　産業活力の源泉とは，欧米諸国のように朋，新産業の苗床機能とか，大
企業の独占力行使に対する拮抗機能などを，企業家精神に富む中小企業の革
新的事業活動に期待するということであり，「ゆとり」と豊かさに満ちた国
民生活実現への寄与は，大企業の大量生産による画一的な商品やサービスの
提供にかえ中小企業の小回り性を生かした個性化した消費需要に応える商品
サービスのきめ細かな生産ということであろう。地域経済の発展への貢献と
は，地域産業を発展させ自立的な地域経済体質を確立することであり，この
担い手となる中小企業は，地域の資源を生かし地域の資本や人材で独自の事
業分野を開発開拓していく企業でなければならない。勤労者に対する自己実
現の場としての中小企業，技術革新や情報化の担い手としての中小企業とは，
現在の進んだ技術を応用し大企業の隙問を狙って，その社会的普及に努力す
るということであり，国際経済社会への貢献は海外進出や技術移転によって
開発途上国の工業化推進に協力し，わが国との経済的友好関係の構築に協力
するということであろう。
　つまり此処で述べられている「新しい中小企業像」は，明らかに従来から
の中小企業対策の対象となっていた問題性中小企業とは異質のものである。
大企業にも無いような，中小企業のもつ特性を生かせる中小企業の活躍に期
待を寄せられている。
　これは既に欧米の先進国に見られる中小企業政策の特徴であり，わが国の
中小企業政策も漸くこの段階に到達したということであろう。欧米先進国が
産業革命以後の200年を費やして到達した現在の経済水準に追い付くよう，
必死の努力を重ねてきたわが国が，此処にきて遂に目標に到達した。従来の
二重構造に付随して発生していた中進国的な中小企業問題は，ほぼ問題の重
要性を失い，先進国的な新たな課題の時代となった。こうした新たな課題を
担う中小企業の姿を，この中小企業白書は示したものといえよう。
　しかし，こうした中小企業は従来の中小企業政策で対象としてきたような
ものではない。ここで重要になるのは，従来までの中小企業施策の見直しで
一132一
中小企業指導施策の展望と課題（1）
ある。過去の問題意識の下に構築されてきた施策の体系に拘る事なく，新た
なる中小企業像に適合するよう現実の中小企業を脱皮させることが，これか
らの中小企業政策の重要課題とならなければならない。こうした改革が行な
われなければ，中小企業白書が如何に望ましい中小企業像を唄いあげようと，
事態は依然として従来のままだろう。
　こうした経営体に育てるには，従来のような下層の中小企業者を対象とす
るような中小企業育成施策では手におえない。まずは上位層の中小企業の育
成でなければならないだろう。個別経営体の充実強化，その経営者能力の成
熟化を促進するような，個別中小企業の育成策が必要となる。これは本来の
診断指導事業に期待される機能である。そうなると，診断指導事業に新たな
役割が与えられることになる。新たな役割に応える本来の診断指導事業の復
活が要請されることになる。
注1　中小企業振興対策要綱には「産業基盤の再建に並行して中小企業振興を図るため，
　主要施策として公共機関などによる経営指導，商工協同組合を活用した組織化対策の
　推進，復興金融金庫の活用および商工組合中央金庫の強化等を行なう」とあり，中小
　企業対策要綱では「中小企業の健全な発展を図るため，①技術向上の指導強化，②経
　営の能率化の推進，③審査制度の確立，④中小企業指導機構の強化，の諸措置をとる」
　　とある。
注2　中小企業庁設置の目的については，中小企業庁設置法に，rその目的は経済民主化
　のために大企業に対する拮抗力として中小企業を育成すること」と規定されている
　が，こうした意識は当時の関係者の間では甚だ希薄であり，現実的ではなかったよう
　に思われる。そうした設置目的が同法において使われたのは，中小企業政策が当時のア
　　メリカの意向によって発足したことを物語るものであろう。また，中小企業診断制度
　の発生から発展の経過については，渡辺睦「企業診断制度の本質」講座中小企業3巻
　所収1960年・有斐閣に詳しく紹介されている。
　　中小企業対策要綱にしたがって設置された当時の東京都商工指導所の構成をみると，
　総務部，金融部，商業部，工業部の4部構成で，業務活動の中心は診断指導業務を担
　当する商業部と工業部，融資相談業務を担当する金融部にあり，所長には中西寅雄，
　金融部長には鍋島達，工業部長には麻野間誠四郎，商業部長には原佑三と当時の著名
　入が置かれていたのをみても，当時の中小企業施策の中での診断事業の地位を窺い知
　　ることが出来よう。
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注3　こうした指導マニュアルは，診断要領などの名称で，各界の学識経験者を動員し中
　　小企業庁によって開発されたが，一部の府県指導機関や経済安定本部などからも開発
　　提供された。
注4　前掲渡辺論文214頁
注5　中小企業庁25年史
注6　ドッジによって提言された経済再建9原則や，シャウプ勧告などに基づく税制改革
　　などの改革案の実施
注7　前掲渡辺論文216頁
注8　業種別の近代化促進法は，この目的のために作られた。つなり業界別に適正規模を
　　定め，この規模に近付こうとする中小企業者に対して各種の助成措置を与えるという
　　ものであった。
注9　中小企業高度化資金特別会計はこの目的のために作られた。つまり組織化によって
　　適正な規模に到達しようとする中小企業に，破格の条件で融資を行なうようになった。
　　中小企業高度化資金特別会計は後に中小企業振興事業団法に改組され，高度化資金の
　　融資と共に高度化計画の診断や指導業務が，中小企業振興事業団によって一体化して
　　行なわれることになった。
注10　前掲「中小企業振興対策要綱」に，「産業基盤の再建と並行して中小企業振興を図
　　るため，主要施策として公共機関などによる経営指導，商工協同組合を活用した組織
　　化対策の推進，復興金融金庫の活用および商工組合中央金庫の強化等を行なう」とあ
　　る。
注11東京都商工指導所に勤務していた私の経験でも，中小企業診断指導の効果は，全体
　　としてのパイの大きさは不変なのに，分け前の大きさを競う争を激化させるだけでは
　　ないか，という素朴な疑問に答えることができなかった。
注12　前掲・渡辺論文226頁
注13　同法第1条・なお同法前文でも「中小企業の経済的社会的使命が，自由かつ公正な
　　競争を基調とする経済社会において，国民経済の成長発展と国民生活の安定向上にと
　　って，今後も…　　その重要性を確保していく。…　　中小企業の成長発展を図るこ
　　とは，…　　産業構造を高度化し，産業の国際競争力を強化して国民経済の均衡ある
　　成長発展を達成しようとする我ら国民に課された責務である」と述べられている。
注14　黒瀬修宏が「中小企業問題と中小企業政策の今後の方向」中小商工業研究31号22頁
　　の中で「中小企業基本法は，中小企業政策を産業構造政策の原理に基づき体系化した
　　もの」，「中小企業構造の高度化は，産業構造政策の中小企業版に他ならない」とす
　　る意見には，まったく同感である。
注15　高度化資金の融資は，原則として国と都道府県の資金を都道府県の責任で中小企業
　　に融資する形をとっている。しかし高度化融資の決定は，実質的には中小企業事業団
　　が行なう。このため都遵府県の融資負担分を県議会で決定している地方自治体の担当
　　者は，中小企業事業団担当者の意見によって否定されることを避けるため中小企業者
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　　と一体になって当該高度化計画を擁護したり，あるいは高度化融資の形式要件を満た
　　すための作為を行なったりすることが，私の見聞からも稀ではなかった。
注16　平成4年半「中小企業白書」
注17米国中小企業庁「バイタルマジョリティ」1976　商工中金訳　およびボルトン委員
　　会「Small　Business」1974　商工中金訳
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